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つくば市苅間2530番地2（研究学園D32街区２画地）

082201 284.07

①長等（平成２６年５月１日現在）

普通会計関係

男

ラスパイ
レス指数

平成22年4月1日

③人口・世帯数

歳）

平成28年11月29日

③職員数（平成２５年４月１日現在）

任　　　　期

②議会（平成２６年５月１日現在）

岡田　久司/細田　市郎

就任回数

金子　和雄

市原　健一

平成28年11月16日

1,742

（人）

28条例定数

1,130

党　派　別

全職員数

人 現議員数 28

全職員数
の  推  移

3,381

1,642

自民5人，公明3人，民主1人，共産3人，つくば・市民ネットワーク3人，新社会1
人，無所属12人

議　　　　長

107,247

111,846

　首都東京から約50㎞，成田国際空港から約40㎞に位置
し，市内には世界的な科学技術の拠点として筑波研究学園
都市がある。平成22年５月には，ＴＸ研究学園駅そばに新庁
舎が完成し，環境都市，国際都市，ロボットの街として，誰も
が住みやすいまちづくりを進めている。
　平成23年12月に「国際戦略総合特区」の指定を受けたのを
契機として，つくばのポテンシャルを活用して更なる発展を目
指している。平成24年11月30日にはつくば市制25周年を，平
成25年９月10日には筑波研究学園都市50周年を迎えた。

（平成２６年４月１日）

常住人口

平成１２年

104,360

平成１７年

110,230

％

計 老齢人口割合

17.6

億円

％

9,321

人口１人当り

％

千円

1,782

※　参考値は，国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置がないとした場合の値

163,620

第１次

総生産額（平成２３年度）

住民所得

合計

70,862

1,761

82,756

＜行政組織＞

長

大久保　勝弘

副市長

期目3

いちはら　けんいち 任 期

62

地域指定

昭和62年11月30日 合併（市制施行）
                  　　　　 大穂町 豊里町 谷田部町 桜村
昭和63年１月31日　編入　筑波町
平成14年11月１日　編入　茎崎町
平成19年４月１日　特例市へ移行

公営企業一部事務組合加入事業
退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災害
市町村会館管理　滞納処分等　水防

法適用（上水　病院）
法非適用（公共下水
特定環境下水）

都市開発

＜概要＞

①沿革

つくば市（つくばし）

〈 住所 〉
〈 ＴＥＬ 〉

特例市

gen020@info.tsukuba.ibaraki.jp

面積

市章 〒 305-8555

029-868-7633

（Ｈ26.3.31住基人口）⑤老齢人口割合

168,100

④有権者数（平成２６年３月２日現在）

3.1

女

市町村内総生産

8,420 3,900

7,930

男

北条米，芝，ブルーベリー，ねぎ

17.3

69.3

従業者数
（H24.1.1～12.31）

634 5,382

17,268

－

％

100

人

219,093214,590

90,999

103,110

78,521

うち一般行政関係

公営事業
会計関係

副議長

(百万円・人）

＜産業・経済＞

191,814 200,528

国勢調査106.5

卸・小売業
（平成２４年２月１日）

2,169

事業所数

169

製造業
（平成２４年１２月３１

日）

事業所数

19,654

6,501

8,313

農業就業人口

777,812

280,739
年間販売額 

従業者数
（H18.4.1～19.3.31）

農家数 うち専業農家戸数

％

製造品出荷額等

99,865

69,19081.1

有権者数

区分

②産業構造

85,344

就業者１人当り

17.6

億円

平成23年4月1日

世帯数

97,41892,884

区分

98,930

④機構図（平成２６年４月１日現在）

人
口

参考値※ 98.4
平成２２年

87,477

女

〈 ＦＡＸ 〉

②地勢・風土等

＜市長＞－＜副市長＞－
市長公室　―    地域連携課（まつりつくば推進室），秘書課，広報課，つくば市東京事務所
総　務　部 ―    総務課（すぐ対応室），法務課，人事課，管財課，契約検査課
企　画　部 ―    企画課，行政経営課， ＩＴ政策課（情報ネットワークセンター）
　　　　　　　　　　ＴＸ・まちづくり推進課，総合運動公園整備推進課
国際戦略総合特区推進部　― 科学技術振興課（ジオパーク推進室，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つくばサイエンス・インフォメーションセンター），スマートシティ推進課
財　務　部 ―    財政課，納税課，市民税課，資産税課
市　民　部 ―    市民課（窓口センター），市民活動課 （男女共同参画室，地域改善対策室，
                       消費生活センター，働く婦人の家，メモリアルホール），国際・文化課，
                       スポーツ振興課，生涯学習課 （地域交流センター，市民ホール）
環境生活部 ―  環境都市推進課，環境保全課，廃棄物対策課(クリーンセンター,
　　　　　　　　　　クリーンセンター南分所）， 危機管理課（空き家対策室）
福祉部 ―   　　 社会福祉課，障害福祉課（障害者センター），高齢福祉課（老人福祉セン
                 　　 ター），こども課（児童館，保育所）
保健医療部 ―  国民健康保険課，医療年金課，介護保険課，地域包括支援課
　　　　　　　　    （地域包括支援センター），健康増進課（医療環境整備室，保健センター，
                　    いきいきプラザ）
経　済　部  ―   農業課，土地改良課，産業振興課（技術開発支援室），観光物産課
　　　　　　　　    （豊里ゆかりの森，筑波ふれあいの里）
都市建設部 ―  都市計画課，都市施設課，建築指導課，開発指導課，
                       交通政策課，道路課，営繕・住宅課，地籍調査課
上下水道部 ―  水道総務課，業務課，水道工務課，配水課，下水道管理課，
                       下水道整備課

＜会計管理者＞ ―  会計事務局

＜消防長＞
消防本部 　―  消防総務課，予防広報課，警防課，消防指令課，地域消防課，
                  　 中央消防署（桜分署，豊里分署，並木分署），北消防署（筑波分署），
　　　　　　　　　 南消防署（茎崎分署）

＜教育長＞
教育委員会―教育総務課，学務課（幼稚園，小学校，中学校），教育施設課，
事務局　　　　 健康教育課（給食センター），教育指導課（教育相談センター），総合
                    教育研究所，文化財課（桜歴史民俗資料館，出土文化財管理センター）
　　　　　　　　  中央図書館（視聴覚センター）

＜議会＞
議会事務局―議会総務課

＜行政委員会＞
選挙管理委員会事務局，監査委員事務局，農業委員会事務局，
公平委員会事務局（総務部法務課内），
固定資産評価審査委員会事務局（財務部納税課内）

＜オンブズマン＞　事務局

百円

〈 Ｈ Ｐ 〉

0.7

①生産・所得（平成２３年度）

〈e-mail〉
地方公共
団体コ－ド類型 ｋ㎡

http://www.city.tsukuba.ibaraki.jp/
029-883-1111

④特産物

第２次

農業
（平成２２年２月１日）

755,763

932,072

第３次

5,765

③農業・工業・商業

総額・総数 －

一般行政職の
平均給料月額

1,748

平成24年4月1日

千円

3,133

（人・百万円）

就業人口（平成２２年国調）

％

％



［90.5］

98.0

［98.0］

4,613,864

5,059,562

(

(

[9.8]％

％

0.982

90.5

△ 2.3

％

16.36

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

73,348

[55.0]55.3 (350.0)

[2,718]

[6,994]

54,197

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

29,153 百万円

[18,495]

積立金現在高（C)

百万円将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

債務負担行為支出予定額（B)

10,002

)

9.0

22.9 0.1

)

△ 151

11.36

地方交付税

国庫支出金

普通建設事業費 6,200

地方債現在高（A)

将来負担比率

・健全化判断基準

経常収支比率

％

－

－

△ 16.2

△ 12.5

－

－

△ 697

△ 355

△ 1,112

1,572

12

3.7

9.3

－

0.0

△ 15.2

－

148

△ 713

－

3.7

55.6 11

増減率

1,136 1.6

0.0

か所184

園

児童館

病院・一般診療所

37

か所

か所

46

19,315,425

校

小学校 ※１

16

60

プ－ル

［89.8］（

＜公共施設整備状況＞（平成２４年度）

固定資産税
（構成比）

保育所 ※１

28

％

％8 汚水処理普及率

戸 ％

英語指導助手配置，ＩＣＴ教育，つくばスタ
イル科振興，幼小中施設修繕，小田城跡
復元，施設一体型小中一貫校建設ほか

教育日本一への
取り組み

医療福祉費（マル福）支給，児童手当等
支給，民間保育所支援，放課後児童対
策，高齢者対策，買い物弱者対策ほか

期間

安全・安心な地
域づくり

＜主要施策等＞

％

か所

公民館等 上水道等普及率

つくば環境スタイル推進，自転車のま
ちづくり推進，国際戦略総合特区の推
進，リサイクルセンター建設ほか

862公営住宅

88.5

H26

＜主要課題＞
・災禍の経験をいかした災害に強い地域づくり
・暮らしやすさを実感できる地域づくり
・生み育てやすい環境の充実
・総合特区等をいかした産業活性化
・社会的課題に対応する先導的事業の推進
・自然や農をいかした産業活性化
・人々が訪れ，滞留する拠点の形成
＜特色ある行政＞
・公共施設の耐震化などの減災対策による災害に強い都市構造の形
成
・自助，共助，公助の視点による災害に強い地域社会づくり
・誰もが子どもを生み育てやすい環境の提供
・教育日本一への取り組み
・総合特区に伴う市独自の課税免除等や国際都市への環境整備
・環境モデル都市選定に伴う低炭素社会づくり

[0.693]

1,572

[88.7]

(25.0)

百万円

百万円

環境・地球温暖
化対策（国際戦
略総合特区含
む）

百万円

1.6うち繰入金

その他の経費

2,479

51.7

－

3,617 5.4

－

11.2

38.8

③主要指標（平成２４年度）

うち補助

うち単独

25,899

7,469

連結実質赤字比率

6,363

34,451義務的経費

歳　　　入

18,741その他

地方債

うち臨財債費 1,111

地方税 39,681

2,632

71,337

構成比

②主な歳入・歳出（平成２４年度）

-

単年度収支 2,789,411

実質単年度収支

4,623,960

区分 平成２４年度決算

65,141,298 66,712,881

3,323,332

区　　分 増減額

（百万円・％）

決算額

△ 1,459,222

△ 1,290,532

2,896,101

実質収支

＜財政状況＞

①決算収支

平成２３年度決算

形式収支

71,336,841

歳　　出

歳　　入

増減率

70,200,860
調定額区分

1.6

2.4

-

-

（千円・％）

-

［91.3］

幼稚園 ※１

中学校 ※１

）

10.6 ）

4,586,720

44.1

市町村税合計
（国保除く）

市町村民税・法人
（構成比）

）

か所

か所

18

3校

か所

道路改良率

91.717

体育館

図書館 53.3か所1

①主要施策実施状況
1.2

2.4

－

－

7,551

1,152

19.3

26.3

66,713 －

2,732

10.6

3.8

1.6

△ 21.3

△ 648 △ 7.9

－

△ 18.9

－

－

－

△ 638

実質赤字比率

標準財政規模（平成２５年度）

・普通会計に関する主な指標

44,723

財政力指数（平成２３年度～平成２５年度）

90.1

実質公債費比率

うち繰出金

（千円・％）④市町村税の状況（平成２４年度）

徴収率
[  ]は県平均値

市町村民税・個人
（構成比）

）

収入額

（

90.5

36.5(

15,996,642

36.9 ）

）11.3

14,473,673

（

4,494,648

(

70.7

1,676

（百万円）

道路舗装率

％

老人福祉施設※２

※１は平成２５年度
※２は平成２３年度

(

17,487,716

防犯対策，空き家対策，指定避難所
機能強化，消防設備整備，消防庁舎
建設ほか

44.6

内　　　容

43,300,617
91.6

39,681,328

②今後の主要課題・特色ある行政等　　

概　 算
事業費

234
総合運動公園建設，各種スポーツ事
業推進スポーツの推進

11,016

名　　称

H26
少子・高齢化対
策

H26

9.5

6,330

[15,113]

[22,770]

15

12,880

9.5

310

H26

H26

投資的経費

歳　　　出

人件費 15,241

扶助費

公債費


